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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力半導体素子を備えた電力半導体回路装置において、
一面に少なくとも上記電力半導体素子を搭載し、上記電力半導体素子を搭載する面の反対
側の面に接合用の溝が形成されたベース板と、上記ベース板と上記電力半導体素子とを、
上記ベース板の上記電力半導体素子を搭載する面の反対側の面と上記ベース板の側面の少
なくとも一部の表面を露出させた状態でモールドする樹脂と、上記モールド後に上記ベー
ス板の溝に押圧力により接合される放熱フィンとを備え、上記樹脂によるモールドは、上
記ベース板の周辺を押圧する手段を有する金型により、上記溝の底部を露出させた状態で
モールドされ、上記溝に上記放熱フィンをかしめによって固着したことを特徴とする電力
半導体回路装置。
【請求項２】
　上記放熱フィンは、一枚の板を波状に形成したものであることを特徴とする請求項１に
記載の電力半導体回路装置。
【請求項３】
　上記ベース板に形成された溝には、開口部に向かって拡幅するテーパ面と、底部に向か
って拡幅する逆テーパ面が形成されていることを特徴とする請求項１に記載の電力半導体
回路装置。
【請求項４】
　上記ベース板の溝と該溝内にかしめによって固着された放熱フィンとの間の隙間に、高
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熱伝導性接着剤が充填されていることを特徴とする請求項１に記載の電力半導体回路装置
。
【請求項５】
　上記ベース板の少なくとも対向する二つの面に、階段状の段部を形成したことを特徴と
する請求項１に記載の電力半導体回路装置。
【請求項６】
　上記ベース板の電力半導体素子を搭載する面から該電力半導体素子を搭載する面の反対
側の面にかけて形成された傾斜部を備えたことを特徴とする請求項１に記載の電力半導体
回路装置。
【請求項７】
　上記ベース板の電力半導体素子の搭載面の面積を、上記樹脂によるモールド部の投影面
積に比べて大きくしたことを特徴とする請求項１に記載の電力半導体回路装置。
【請求項８】
　上記ベース板の電力半導体素子の搭載面に、垂直方向の凸部または凹部を形成したこと
を特徴とする請求項７に記載の電力半導体回路装置。
【請求項９】
　電力半導体素子を備えた電力半導体回路装置の製造方法において、
ベース板の一面に少なくとも上記電力半導体素子を搭載すると共に、上記ベース板の反対
側の面に接合用の溝を形成し、上記ベース板と上記電力半導体素子とを、上記ベース板の
上記電力半導体素子を搭載する面の反対側の面を含む上記ベース板の一部の表面を露出さ
せた状態で樹脂によりモールドし、上記樹脂によるモールドは、上記ベース板の周辺を押
圧する手段を有する金型により、上記溝の底部を露出させた状態でモールドし、その後、
上記ベース板の上記溝に放熱フィンをかしめによって固着することを特徴とする電力半導
体回路装置の製造方法。
【請求項１０】
　上記ベース板の周辺に段部もしくはテーパ部を形成することを特徴とする請求項９に記
載の電力半導体回路装置の製造方法。
【請求項１１】
　上記放熱フィンを上記ベース板に加熱しながらかしめによって固着して形成することを
特徴とする請求項９または請求項１０に記載の電力半導体回路装置の製造方法。
【請求項１２】
　上記放熱フィンは、Ｖ字形に折り曲げ形成されたかしめ部を有し、このかしめ部を押し
潰すように上記溝内にかしめによって固着され、且つ前記かしめ部の前記溝から食み出た
部分が該溝の底面より低い位置になるように塑性変形されたことを特徴とする請求項１に
記載の電力半導体回路装置。
【請求項１３】
　発熱するパワー半導体素子と、
一面に上記パワー半導体素子が実装され、他面に複数の平行な溝が形成され、上記一面と
他面との間に絶縁層が形成された金属基板と、
上記パワー半導体素子を被覆するとともに上記金属基板の上記一面及び該一面側の外周部
を上記溝の底部を露出させた状態で覆うモールド樹脂と、
Ｖ字形に折り曲げ形成されたかしめ部を有し、このかしめ部を押し潰すように上記溝内に
かしめによって固着され、上記かしめ部の上記溝から食み出た部分が該溝の底面より低い
位置になるように塑性変形された放熱フィンと、を備えることを特徴とする電力半導体回
路装置。
【請求項１４】
　パワー半導体素子を金属フレームに実装する工程と、他面に複数の平行な溝が形成され
た金属ベースの一面に上記金属フレームを設置する工程と、モールド樹脂により上記パワ
ー半導体素子及び金属フレームを被覆するとともに上記金属ベースの上記一面及び該一面
側の外周部を上記溝の底部を露出させた状態で覆う工程と、板金製放熱フィンのＶ字形に
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折り曲げ形成されたかしめ部を、押し潰すように前記溝内にかしめによって固着し、前記
かしめ部の前記溝から食み出た部分を該溝の底面より低い位置になるように塑性変形する
工程と、を含むことを特徴とする電力半導体回路装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、電力半導体素子を備えた電力半導体回路装置およびその製造方法に係り、
特に、電力半導体回路装置のベース板に放熱フィンを形成した電力半導体回路装置および
その製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、多くの電力半導体回路装置は、グリースなどを介して放熱部材であるヒートシン
クに固着されて冷却されるように構成されている。グリースは、電力半導体回路装置とヒ
ートシンクとの接触面の凹凸を埋め、接触熱抵抗を下げるために用いられるが、グリース
の熱伝導率は金属類と比較して非常に小さいことから、装置のより一層の高放熱化を実現
する際には、グリースを介さず電力半導体回路装置とヒートシンクとを固着させる必要が
ある。
【０００３】
　そこで、電力半導体回路装置の高放熱化実現の障害となっているグリースを介さずに、
ヒートシンクのベース板と電力半導体回路装置のベース板とを一体にするため、電力半導
体回路装置のベース板にヒートシンクの放熱フィンを高熱伝導率絶縁樹脂シートで熱圧着
するか、もしくは一体に形成し、電力半導体回路装置のベース板に電力半導体素子や配線
部材等の電子部品を搭載することにより、電力半導体回路装置の高放熱化を図っている。
（例えば、特許文献１参照）
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１１―２０４７００号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　このような電力半導体回路装置にあっては、予め放熱フィンを高熱伝導率絶縁樹脂シー
トで熱圧着するか、もしくは一体に形成することにより構成されたベース板に、電力半導
体素子や配線部材等の電子部品を搭載し、その後、モールド樹脂によるケース付けを行っ
ている。しかし、電力半導体素子や配線部材等の電子部品を搭載する前に電力半導体回路
装置のベース板に放熱フィンが付いていると、電力半導体回路装置のベース板の熱容量が
大きくなり、はんだ付けが困難になるばかりでなく、ワイヤボンド工程でも従来の治具を
用いることができず、ベース板と放熱フィンの形状ごとに特殊な治具を作らなければなら
ない。そして、作る製品を変えるたびに治具交換等の装置の段取り替えも必要になる。ま
た、放熱フィンが付いていることにより装置が大きくなるため、製品生産時に、収納容器
に収納できる電力半導体回路装置が少量となり、人、もしくは専用の機械で常に供給する
必要があり生産性が非常に悪くなる。
【０００６】
　これらの問題を解決するためには、電力半導体回路装置のベース板を、予め厚みの薄い
ベース板として、このベース板に電力半導体素子や配線部材等の電子部品を搭載し、最後
に放熱フィンを取り付けることで解決できる。しかし、ベース板への放熱フィンの取り付
けに、はんだや溶接等の熱的取り付け法を用いたのでは、電力半導体装置の熱容量が大き
いために生産性悪く、一方、放熱フィンを、完成した電力半導体回路装置のベース板に機
械的に形成しようとすると、放熱フィン形成時に電力半導体回路装置へストレスが加わり
、電力半導体回路装置へのダメージが問題となる。
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【０００７】
　この発明は、上記のような問題点を解決するためになされたもので、製造工程を簡素化
することができ、放熱フィン形成時に、電力半導体回路装置へ加わるストレスを軽減し、
電力半導体回路装置の高放熱化と生産性を両立させた電力半導体回路装置およびその製造
方法を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この発明に係わる電力半導体回路装置は、電力半導体素子を備えた電力半導体回路装置
において、一面に少なくとも上記電力半導体素子を搭載し、上記電力半導体素子を搭載す
る面の反対側の面に接合用の溝が形成されたベース板と、上記ベース板と上記電力半導体
素子とを、上記ベース板の上記電力半導体素子を搭載する面の反対側の面と上記ベース板
の側面の少なくとも一部の表面を露出させた状態でモールドする樹脂と、上記モールド後
に上記ベース板の溝に押圧力により接合される放熱フィンと、を備え、上記樹脂によるモ
ールドは、上記ベース板の周辺を押圧する手段を有する金型により、上記溝の底部を露出
させた状態でモールドされ、上記溝に上記放熱フィンをかしめによって固着したものであ
る。
【０００９】
　また、この発明に係わる電力半導体回路装置の製造方法は、ベース板の一面に少なくと
も電力半導体素子を搭載すると共に、上記ベース板の反対側の面に接合用の溝を形成し、
上記ベース板と上記電力半導体素子とを、上記ベース板の上記電力半導体素子を搭載する
面の反対側の面を含む上記ベース板の一部の表面を露出させた状態で樹脂によりモールド
し、上記樹脂によるモールドは、上記ベース板の周辺を押圧する手段を有する金型により
、上記溝の底部を露出させた状態でモールドし、その後、上記ベース板の上記溝に放熱フ
ィンをかしめによって固着するようにしたものである。
【発明の効果】
【００１０】
　この発明に係る電力半導体回路装置によれば、製造工程において電力半導体回路装置に
ダメージを与えることなく放熱フィンが形成でき、また、製造工程を簡素化することがで
き、電力半導体回路装置の放熱仕様に合わせた放熱フィンを、作る製品ごとに治具交換等
の装置の段取り替え無く、生産性よく形成できる。
【００１１】
　上述した、またその他の、この発明の目的、特徴、効果は、以下の実施の形態における
詳細な説明および図面の記載からより明らかとなるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】この発明の実施の形態１に係る電力半導体回路装置を示す断面模式図である。
【図２】この発明の実施の形態１に係る電力半導体素子に発生する応力の低減効果を示し
た図と、その低減効果を試算した際に用いた条件と電力半導体回路装置の断面を示す図で
ある。
【図３】この発明の実施の形態２に係る電力半導体回路装置を示す断面模式図と放熱フィ
ン切り起こし時の模式図である。
【図４】この発明の実施の形態３に係る電力半導体回路装置を示す断面模式図とモールド
時のモールド金型とベース板の位置関係を表した図である。
【図５】この発明の実施の形態４に係る電力半導体回路装置を示す断面模式図とモールド
時のモールド金型とベース板の位置関係を表した図である。
【図６】この発明の実施の形態５に係る電力半導体回路装置を示す断面模式図とベース板
の上面から見た凸部の形状と配置を示した図である。
【図７】この発明の実施の形態６に係るパワーモジュールを示す正面縦断面図である。
【図８】この発明の実施の形態６のパワーモジュールの分解斜視図である。
【図９】この発明の実施の形態６のパワーモジュールの側面縦断面図である。
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【図１０】この発明の実施の形態における金属ベースの溝及び板金製放熱フィンの形状を
示す縦断面図である。
【図１１】この発明の実施の形態における金属ベースの溝内に板金製放熱フィンのかしめ
部がかしめ接合された状態を示す縦断面図である。
【図１２】この発明の実施の形態における金属ベースの溝と板金製放熱フィンとの間の隙
間に高熱伝導性接着剤が充填された状態を示す縦断面図である。
【図１３】この発明の実施の形態７に係るパワーモジュールを示す正面縦断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、添付の図面を参照して、この発明に係る電力半導体回路装置（以下、パワーモジ
ュールともいう。）およびその製造方法について好適な実施の形態を説明する。
なお、この実施の形態によりこの発明が限定されるものではない。
【００１４】
実施の形態１．
　図１は、この発明の実施の形態１に係る電力半導体回路装置を示す断面模式図である。
図１において、例えばＩＧＢＴ（Ｉｎｓｕｌａｔｅｄ　Ｇａｔｅ　Ｂｉｐｏｌａｒ　Ｔｒ
ａｎｓｉｓｔｏｒ）、もしくはＭＯＳＦＥＴ（Ｍｅｔａｌ　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎ
ｄｕｃｔｏｒ　Ｆｉｅｌｄ　Ｅｆｆｅｃｔ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）のような電力半導体
素子１０および電力半導体素子１０を搭載した配線部材１１は、　アルミニウムからなる
ベース板１２に一括してはんだあるいは接着剤１３により接着されている。ベース板１２
は、押出し加工、又は鋳造、あるいはダイキャストにより製作され、電力半導体素子１０
および電力半導体素子１０を搭載した配線部材１１を搭載した面と反対側の面、即ち、ベ
ース板１２の裏面には予め溝１４が加工されている。
【００１５】
　図１（ａ）あるいは図１（ｂ）に示すように、電力半導体素子１０および電力半導体素
子１０を搭載した配線部材１１と、ベース板１２は、ベース板１２の裏面とベース板１２
の側面における一部の表面を露出するように、エポキシ系のモールド樹脂１５でトランス
ファモールドされている。
【００１６】
　ベース板１２の裏面に加工された溝１４には、放熱フィン１６が装着される。この放熱
フィン１６は、一枚の純アルミ系の板部材を波状に形成して構成されており、放熱フィン
１６を変形させることにより、図１（ｂ）に示すように、ベース板１２の溝１４にかしめ
接合により装着される。更に詳細に説明すれば、放熱フィン１６は、電力半導体素子１０
および電力半導体素子１０を搭載した配線部材１１と、ベース板１２が、ベース板１２の
裏面とベース板１２側面の一部の表面を露出するように、エポキシ系のモールド樹脂１５
でトランスファモールドされた後に、図１（ａ）の矢印で表示すように、ベース板１２の
溝１４にかしめ接合される。
【００１７】
　実施の形態１に係る電力半導体回路装置は上記のように構成されているが、電力半導体
素子１０は複数個あってもよく、また、電力半導体素子１０は、配線部材１１を介さずに
ベース板１２にはんだあるいは接着剤１３により直接接着することにより搭載するもので
あってもよい。更に、電力半導体素子１０と配線部材１１は、ベース板１２との絶縁のた
め、セラミック基板等の絶縁部材を介してベース板１２に、はんだあるいは接着剤１３で
接着し、その絶縁部材をベース板１２に接着するようにしても良い。
【００１８】
　ベース板１２の裏面に加工された溝１４に、かしめ接合により装着される放熱フィン１
６は、一枚の板を波状に形成したものでなく、一枚づつ独立して形成したものでも良い。
また、放熱フィン１６のベース板１２への装着は、ベース板１２を変形させてかしめても
良く、両者間の押圧力による接合であれば良い。更に、放熱フィン１６を１００～１５０
℃で加熱し、放熱フィン１６を軟化させながらかしめ接合を行っても良い。なお、本実施
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の形態による形状においては、室温でかしめた時と比較し、放熱フィン１６を１００～１
５０℃で加熱した時では、約７０％のかしめ圧力で、室温でかしめた時と同様のかしまり
具合となることを確認している。
【００１９】
　次に、本実施の形態のように、電力半導体素子１０の周辺を隙間なくエポキシ系のモー
ルド樹脂１５でトランスファモールドした構造と、図２（ａ）に示す電力半導体素子１０
の周辺が中空もしくはゲル封止されているような中空構造でのかしめ時のかしめ圧力と電
力半導体素子１０に発生する応力の関係を図２（ｂ）に示す。なお、図２（ｂ）の横軸は
かしめ圧力（ＭＰａ）、縦軸は電力半導体素子１０に発生する応力（ＭＰａ）を示し、か
しめ圧力は、かしめ接合時に放熱フィン１６のかしめ刃がベース板１２を押さえつける圧
力である。
【００２０】
　かしめ圧力が同じであれば、本実施の形態によるトランスファモールド構造のほうが図
２（ａ）に示す中空構造に比べ、図２（ｃ）に示すように、かしめ接合時の支持構造がモ
ールド樹脂１４の上面両端の場合では、電力半導体素子１０への応力を約１／２に低減で
きる。また、図２（ｄ）のようにモールド樹脂１５の上面全面で支持する場合では、電力
半導体素子１０への応力を１／１０以上に低減することができる。従って、本実施の形態
によるトランスファモールド構造によれば、極めてストレスが小さく、電力半導体素子１
０へのダメージの懸念の無い、ベース板１２への放熱フィン１６のかしめ接合ができる。
【００２１】
　また、電力半導体素子１０の隙間にモールド樹脂１５が入ることにより、電力半導体素
子１０に応力集中が発生することを防ぎ、電力半導体素子１０の破壊耐量も増加し、大き
なかしめ圧力に対しても電力半導体素子１０へのダメージが発生しにくい。
【００２２】
　モールド材料としてはエポキシ系の材料が硬いため電力半導体素子１０へのダメージ回
避の点で好ましく、ポッティング、あるいはトランスファモールド、注型法などの方法で
電力半導体素子１０の周辺をエポキシ樹脂でモールドする構造がよく、さらに、かしめ圧
力をモールド全面で受けることができるように、上面は可能な限りフラットな構造が好ま
しい。
【００２３】
　一方、製造工程は、電力半導体素子１０を配線部材１１に搭載する工程、配線部材１１
をベース板１２に搭載する工程、配線部材１１およびベース板１２をモールド金型（図示
せず）にセットして、電力半導体素子１０をモールドする工程、ベース板１２に放熱フィ
ン１６を装着する工程を経ることから、工程のはじめから放熱フィン１６があることで従
来問題となっていた、はんだ付け工程やワイヤボンド工程が難しくなること、回路装置が
大きくなることによる生産性の悪化といった問題を解決できる。
【００２４】
　電力半導体素子１０および電力半導体素子１０を搭載した配線部材１１を、放熱フィン
１６を直接形成することのできるベース板１２に一括してはんだ付け、あるいは接着する
ことにより、通常、ベース板１２と放熱フィン１６の接合に用いるグリース部を撤廃する
ことが可能となり、電力半導体回路装置の高放熱化が可能となる。
【００２５】
　更に、かしめ接合により放熱フィン１６とベース板１２と接合するので、電力半導体回
路装置の放熱仕様に合わせて放熱フィン１６の高さと幅を変更することによって、設備の
段取り変えなしに製造することが容易となる。
【００２６】
　放熱フィン１６をベース板１２の裏面にかしめ接合するにあたり、柔らかい純アルミ系
の板部材を波状に加工して複数のフィンを繋げて形成したフィンを用いると良い。この場
合、図１（ｂ）に示すように、隣り合う放熱フィン１６同士が互いに引っ張り合い、ベー
ス板１２に形成した溝１４に押し付ける力が発生するため、ベース板１２を大きく変形さ
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せなくても大きな強度と低い熱抵抗が得られる。したがって、電力半導体素子１０をはじ
めとする電力半導体回路装置へのダメージをより一層引き起こすことがない極めて優れた
ベース板１２への放熱フィン１６の接合が実現できる。特に、放熱フィン１６のフィン同
士のピッチをベース板１２に形成された溝１４のピッチよりもやや小さくすることによっ
て、ベース板１２に形成された溝１４の側面への放熱フィン１６の押し付け力を一層増加
させることができる。
【００２７】
　また、ベース板１２の裏面とベース板１２側面の一部の表面を露出させるために、図示
しないモールド金型のベース板１２を配置する周辺に、樹脂流入時にベース板１２の周辺
を押圧する押圧手段を設ける。この押圧手段を設けることにより、金型の隙間から樹脂が
流入してできるモールド樹脂１５のバリを防ぎ、接合部にモールド樹脂１５のバリができ
ることによって生じる、接合部の熱抵抗の増大や、接合強度の低下等が生じることなくか
しめ接合が可能となる。
【００２８】
実施の形態２．
　次に、この発明の実施の形態２に係る電力半導体回路装置およびその製造方法について
図３により説明する。
　実施の形態２に係る電力半導体回路装置は、実施の形態１と同様に、電力半導体素子１
０、電力半導体素子１０を搭載した配線部材１１は、アルミニウムからなるベース板３０
に一括してはんだ付け、あるいは接着されている。また、図３（ａ）に示すように、電力
半導体素子１０および電力半導体素子１０を搭載した配線部材１１と、ベース板３０は、
ベース板３０の裏面とベース板３０の側面における一部の表面を露出するように、エポキ
シ系のモールド樹脂１５でトランスファモールドされている。
【００２９】
　ベース板３０は、電力半導体素子１０および電力半導体素子１０を搭載した配線部材１
１を搭載した面と反対側の面、即ち、ベース板３０の裏面は平面に加工されている。ベー
ス板３０の平面に加工された裏面には、放熱フィン３１が形成される。この放熱フィン３
１は、図３（ｂ）に示すように、モールド樹脂１５の表面に押さえ治具３２を当接させ、
ベース板３０の裏面を工具３３などで切り起こすことにより形成されている。なお、放熱
フィン３１は、モールド樹脂１５から露出しているベース板３０の側面部分に形成しても
よい。
【００３０】
　実施の形態２に係る電力半導体回路装置を製造する際には、工具３３などでベース板３
０の裏面を切り起こす際に、電力半導体素子１０を押す方向に力が加わるが、図２（ａ）
あるいは図２（ｃ）に示すように、押さえ治具３２などでモールド樹脂１５の上面を支持
することで、電力半導体素子１０に発生する応力を低減できる。また、放熱フィン３１を
後から形成することにより、先に放熱フィン３１があることで従来問題となっていた、は
んだ付け工程やワイヤボンド工程が難しくなること、あるいは嵩張ることによる生産性の
悪化といった問題が解決できる。
【００３１】
　また、常温で放熱フィン３１を形成することが可能であり、かしめ接合により放熱フィ
ン３１を形成する場合と比べて一層狭いフィンピッチが可能となり、放熱フィン３１はベ
ース板３０から切り起こすため、ベース板３０を予め加工する必要がない。また、放熱フ
ィン３１の形成面にモールド時のバリがあっても切り起こしの加工とともにバリも工具に
よって引き剥がされるため、バリが熱抵抗の悪化をまねくことがない。
【００３２】
　更に、放熱フィン３１とベース板３０の間の熱抵抗がかしめ接合に比べ小さいこと、放
熱フィン３１のピッチと高さを、設備の段取りかえなしに電力半導体回路装置の放熱仕様
に合わせて変更できることから、放熱フィン３１を後から形成することによって低熱抵抗
化と生産性向上が可能である。
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【００３３】
実施の形態３．
　次に、この発明の実施の形態３に係る電力半導体回路装置およびその製造方法について
図４により説明する。
　実施の形態３に係る電力半導体回路装置は、実施の形態１あるいは実施の形態２と同様
に、図４（ａ）に示すように、電力半導体素子１０および電力半導体素子１０を搭載した
配線部材１１と、ベース板４０が、ベース板４０の裏面とベース板４０の側面における一
部の表面を露出するように、エポキシ系のモールド樹脂１５でトランスファモールドされ
ている。
【００３４】
　ベース板４０は、電力半導体素子１０および電力半導体素子１０を搭載した配線部材１
１を搭載する搭載面が矩形状に形成され、側面の４方向に、機械加工により階段部４０ａ
が形成されている。そして、図４（ｂ）に示すように、階段部４０ａの下面をモールド金
型４１によって、押圧されることによりシール可能にモールドされる。なお、その他の構
成については、実施の形態１と同様であり、同一符号を付してその説明を省略する。
【００３５】
　溝１４に放熱フィン１６をかしめ接合する際、放熱フィン１６と溝１４の間の位置ずれ
が大きい場合には、かしめ接合ができなくなることから、放熱フィン１６と溝１４の位置
決めが重要となる。一般には、配線部材のパイロット穴などを用いてモールド金型４１と
位置決めしてモールドするが、実施の形態３における電力半導体回路装置では、ベース板
４０に配線部材１１を接合することから、配線部材１１とベース板４０の位置ずれが小さ
くない。このような場合でも、ベース板４０に形成した階段部４０ａでベース板４０を位
置決めすることによって、放熱フィン１６を後付け加工の時の位置あわせが容易になる。
【００３６】
　また、階段部４０ａの下面を押付けシールすることにより、階段部４０ａでかしめ接合
部へのモールド樹脂１５の流入を防ぐことができ、かしめ接合部へのモールド樹脂１５の
流入を防いでモールドのバリをなくすことができるため放熱フィン１６の形成が容易にな
る。
【００３７】
実施の形態４．
　次に、この発明の実施の形態４に係る電力半導体回路装置およびその製造方法について
説明する。
　実施の形態４に係る電力半導体回路装置は、上記各実施の形態と同様に、図５（ａ）に
示すように、電力半導体素子１０および電力半導体素子１０を搭載した配線部材１１が、
ベース板５０に搭載されている。ベース板５０の電力半導体素子１０および電力半導体素
子１０を搭載した配線部材１１の搭載面と反対側の面、即ち、ベース板５０の裏面５０ｂ
が、電力半導体素子１０および電力半導体素子１０を搭載した配線部材１１の搭載面、即
ち、ベース板５０の表面５０ａよりも小さくなるようにベース板５０の側面に傾斜部５０
ｃを設けている。そして、モールド金型５１には、モールド時にベース板５０の傾斜部５
０ｃを押付けシールする手段となる傾斜部５１ａが形成されている。傾斜部５０ｃは、実
施の形態３の図４（ｂ）において説明した階段部としてもよい。なお、その他の構成につ
いては実施の形態１と同様であり、同一符号を付してその説明を省略する。
【００３８】
　上記のように、実施の形態４に係る電力半導体回路装置は、ベース板５０の側面に、放
熱フィン１６側が電力半導体素子１０および電力半導体素子１０を搭載した配線部材１１
の搭載面側よりも小さくなる傾斜部５０ｃを設けており、モールド工程において加わる圧
力により、傾斜部５０ｃがモールド金型５１の傾斜部５１ａに押圧されることから、簡素
な金型構造で樹脂をシールし、モールドによるバリをなくすことができる。
【００３９】
実施の形態５．
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　次に、この発明の実施の形態５に係る電力半導体回路装置およびその製造方法について
説明する。
　実施の形態５に係る電力半導体回路装置は、図６（ａ）、（ｂ）に示すように、ベース
板６０の表面、即ち、電力半導体素子１０および電力半導体素子１０を搭載した配線部材
１１の搭載面に、その面と垂直に凸部６０ａが形成されている。この凸部６０ａは、ベー
ス板６０の各側面の端部から少し内側の位置に設けられ、図６（ａ）に示すように、凸部
６０ａを含むようにモールド樹脂１５でモールドされている。また、ベース板６０の表面
の面積は、モールド樹脂１５によるモールド部の投影面積に比べて大きく、かつ放熱フィ
ン１６の最端位置よりモールド樹脂１５の側面が外側にある。ベース板６０に形成した凸
部６０ａは凹部でもかまわない。なお、その他の構成については実施の形態１と同様であ
り、同一符号を付してその説明を省略する。
【００４０】
　実施の形態５に係る電力半導体回路装置によれば、電力半導体回路装置の放熱フィン１
６の形成部分におけるモールド樹脂１５のバリをなくすことができる。
また、ベース板６０にアルミニウムを用いたとき、モールド樹脂１５はアルミニウムとの
接着性が良好でないため剥がれ易いが、凸部６０ａを形成することにより、ベース板６０
に対してモールド樹脂１５の接着力が増し、放熱フィン１６を形成する際のストレスによ
り、モールド樹脂１５が剥がれること防ぐことができる。
【００４１】
実施の形態６．
　図７は、本発明の実施の形態６における電力半導体回路装置であるパワーモジュールを
示す正面縦断面図、図８は、実施の形態６のパワーモジュールの分解斜視図、図９は、実
施の形態６のパワーモジュールの側面縦断面図、図１０は、金属ベースの溝及び板金製放
熱フィンの形状を示す縦断面図、図１１は、金属ベースの溝内に板金製放熱フィンのかし
め部がかしめ接合された状態を示す縦断面図であり、図１２は、金属ベースの溝と板金製
放熱フィンとの間の隙間に高熱伝導性接着剤が充填された状態を示す縦断面図である。
【００４２】
　図７～図１２に示すように、実施の形態６のパワーモジュール９１は、発熱するパワー
半導体素子１１１と、パワー半導体素子１１１が実装され、電極端子１１２ａを有する金
属フレーム１１２と、一面１１３ａに金属フレーム１１２が設置され他面１１３ｂに複数
の平行な溝１１４が形成された金属ベース１１３と、パワー半導体素子１１１及び金属フ
レーム１１２を被覆するとともに金属ベース１１３の一面１１３ａ及び該一面１１３ａ側
の外周部１１３ｃを覆うモールド樹脂１１５と、略Ｖ字形に折り曲げ形成されたかしめ部
１１６ａを押し潰すように溝１１４内にかしめ接合され、かしめ部１１６ａの溝１１４か
ら食み出た部分１１６ｂが溝１１４の底面１１４ａより低い位置になるように塑性変形さ
れた板金製放熱フィン１１６とを備えている。
【００４３】
　パワー半導体素子１１１としては、入力交流電力を直流に変換するコンバータ部のダイ
オードや、直流を交流に変換するインバータ部のバイポーラトランジスタ、ＩＧＢＴ、Ｍ
ＯＳＦＥＴ、ＧＴＯ等がある。
【００４４】
　パワー半導体素子１１１同士、及び、パワー半導体素子１１１と電極端子１１２ａとは
、金属ワイヤ１１７で電気的に接続される。金属ベース１１３は、熱伝導率の高いアルミ
ニウムや銅等により形成されている。
【００４５】
　パワー半導体素子１１１と金属フレーム１１２、及び、金属フレーム１１２と金属ベー
ス１１３とは、半田接合されていて、板金製放熱フィン１１６は電位を持っている。パワ
ー半導体素子１１１から金属ベース１１３までの接合に、熱伝導率の高い半田を用いてい
るので、小さな接合面積でも放熱性が高く、パワー半導体素子１１１を小型化することが
できる。
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【００４６】
　実施の形態６の板金製放熱フィン１１６には、アルミ等の薄い１枚の帯状の金属板を複
数回折り曲げて波状（矩形波状）に形成したコルゲート型放熱フィンを用いている。コル
ゲート型放熱フィン１１６は、１回のかしめ工程で金属ベース１１３とかしめ接合を行な
うのに適しているが、コルゲート型放熱フィン１１６に替えて、帯状の金属板１枚を略Ｖ
字形に１回折り曲げた板金製放熱フィン１１６を用いてもよい。
【００４７】
　モールド樹脂１１５としては、エポキシ樹脂等の熱硬化性樹脂を用いる。
ＰＰＳ（polyphenylene　sulfide）やＰＢＴ(polybutylene　terephthalate)等の熱可塑
性樹脂を用いてもよい。金属ベース１１３とのかしめ接合時に、コルゲート型放熱フィン
１１６の位置決めをし易いように、モールド樹脂１１５のフィン側の面１１５ａの縁部に
突起１１５ｂを設け、コルゲート型放熱フィン１１６の側部フランジ１１６ｄに設けられ
た孔１１６ｅに突起１１５ｂを嵌め込んで固定している。突起１１５ｂは、溝１１４にか
しめ接合後の板金製放熱フィン１１６の位置ずれの抑制にも寄与している。
【００４８】
　パワーモジュール９１の製造方法として、板金製放熱フィン１１６と金属ベース１１３
とのかしめ接合を先に行ない、後工程で、金属ベース１１３の一面１１３ａに、パワー半
導体素子１１１、金属ワイヤ１１７及び金属フレーム１１２を実装し、モールド樹脂１１
５により被覆する方法があるが、金属ベース１１３に取付ける板金製放熱フィン１１６の
長さが異なる場合に発生する、半田付け工程や樹脂モールド工程での段取り替えを不要と
し、製造工程を簡素化するために、図８に示すように、パワー半導体素子１１１、金属ワ
イヤ１１７、金属フレーム１１２及び金属ベース１１３を樹脂モールドした後に、金属ベ
ース１１３と板金製放熱フィン１１６とのかしめ接合を行なうようにするのが望ましい。
【００４９】
　即ち、実施の形態６のパワーモジュール９１は、パワー半導体素子１１１を金属フレー
ム１１２に実装する工程と、他面１１３ｂに複数の平行な溝１１４が形成された金属ベー
ス１１３の一面１１３ａに金属フレーム１１２を設置する工程と、モールド樹脂１１５に
よりパワー半導体素子１１１及び金属フレーム１１２を被覆するとともに金属ベース１１
３の一面１１３ａ及び一面１１３ａ側の外周部１１３ｃを覆う工程と、板金製放熱フィン
１１６の略Ｖ字形に折り曲げ形成されたかしめ部１１６ａを、押し潰すように溝１１４内
にかしめ接合し、かしめ部１１６ａの溝１１４から食み出た部分１１６ｂを溝１１４の底
面１１４ａより低い位置になるように塑性変形する工程と、により製造するのが望ましい
。
【００５０】
　図８に示すように、板金製放熱フィン１１６と金属ベース１１３との接合は、モールド
樹脂１１５外面の平坦部（図８の△△表示部）を台上に固定し、板金製放熱フィン１１６
のかしめ部１１６ａにプレス等の荷重を加え、かしめ部１１６ａを塑性変形させてかしめ
接合により固定する。
【００５１】
　このとき、モールド樹脂１１５の平坦部に、シャント等の大型部品実装による凸部やモ
ールド樹脂流れを効率よくするための凹部があっても、この凹凸部に荷重が加わらないよ
うにする逃がし冶具を用いることにより、かしめ接合を行なうことができる。
【００５２】
　次に、図９を参照して、かしめ接合後の板金製放熱フィン１１６の形状について説明す
る。板金製放熱フィン１１６の横幅は、金属ベース１１３の横幅よりも大きく形成されて
いて、板金製放熱フィン１１６の両側縁部は、溝１１４から食み出ている。
【００５３】
　略Ｖ字形に折り曲げ形成された板金製放熱フィン１１６のかしめ部１１６ａを押し潰す
ように塑性変形させ、金属ベース１１３の溝１１４内にかしめ接合すると、かしめ部１１
６ａの溝１１４から食み出た部分１１６ｂは押し潰されないので、溝１１４の底面１１４
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ａより低い位置に変位する。これにより、溝１１４から食み出た部分１１６ｂが溝１１４
の両端に引っ掛かるようになり、板金製放熱フィン１１６に振動等が加わっても、板金製
放熱フィン１１６が溝１１４に沿ってスライドしてずれてしまうことはない。
【００５４】
　次に、図１０～図１２を参照して金属ベース１１３の溝１１４の断面形状及び板金製放
熱フィン１１６のかしめ部１１６ａの断面形状の詳細について説明する。
プレス刃１１８により、板金製放熱フィン１１６のかしめ部１１６ａと金属ベース１１３
の溝１１４とのかしめ接合を行なうとき、金属ベース１１３に実装されたパワー半導体素
子１１１は、金属ベース１１３の変形による応力の発生により破損する可能性があり、パ
ワー半導体素子１１１が破損しない程度の弱いプレス荷重でかしめ接合を行なう必要があ
る。
【００５５】
　図１０に示すように、板金製放熱フィン１１６のかしめ部１１６ａは、略Ｖ字形に折り
曲げ形成されている。金属ベース１１３の溝１１４には、開口部に向かって拡幅するテー
パ面１１４ｃと、底部に向かって拡幅する逆テーパ面１１４ｂが形成されている。
溝１１４の開口部の幅Ａ１と底面１１４ａの幅Ａ２は、略同一となっている。また、板金
製放熱フィン１１６のかしめ部１１６ａのテーパ角度と溝１１４のテーパ面１１４ｃのテ
ーパ角度とは、略同一となっている。
【００５６】
　それ故、開口部の幅Ａ１と底面１４ａの幅Ａ２の熱膨張量が略同一となり、テーパ面１
１４ｃと、逆テーパ面１１４ｂの熱応力が略同一となり、熱的信頼性が高い。
プレス刃１１８により、略Ｖ字形に折り曲げ形成されたかしめ部１１６ａを押し潰すよう
にして、かしめ部１１６ａを溝１１４内にかしめ接合する。
【００５７】
　金属ベース１１３は、モールド後の樹脂の熱収縮により、他面１１３ｂが凸面となるよ
うに反り、溝１１４のピッチが拡大する。特に、両端の溝１１４の変位が大きく、板金製
放熱フィン１１６の挿入時に、溝１１４に干渉して挿入が難くなるが、かしめ部１１６ａ
が、略Ｖ字形であり、また、溝１１４の開口部がテーパ面１１４ｃとなっているので、か
しめ部１１６ａの挿入は容易である。また、略Ｖ字形のかしめ部１１６ａは、変形能力が
高く、金属ベース１１３が反っていても、十分にかしめ接合を行なうことができる。
【００５８】
　図１１に示すように、略Ｖ字形のかしめ部１１６ａは、プレス刃１１８により押し潰さ
れ、溝１１４の底部の逆テーパ面１１４ｂの角に押込まれてかしめ接合される。かしめ接
合後、溝１１４の隅部には、隙間１１４ｄが発生する。溝１１４の底部の逆テーパ面１１
４ｂは、かしめ部１１６ａを進入し易くしていて、弱いプレス荷重でかしめ接合を行なう
ことができる。
【００５９】
　また、かしめ接合時に、板金製放熱フィン１１６を加熱しておけば、板金製放熱フィン
１１６の曲げ弾性が低下し、パワー半導体素子１１１にストレスを与えずに、強固なかし
め接合を行なうことができる。
【００６０】
　図１２に示すように、金属ベース１１３の溝１１４と溝１１４内にかしめ接合された板
金製放熱フィン１１６との間の隙間１１４ｄに、高熱伝導性接着剤１１９を充填するとよ
い。高熱伝導性接着剤１１９としては、柔らかいシリコン樹脂にフィラーを添加して高熱
伝導率にしたものを用いる。
【００６１】
　隙間１１４ｄに高熱伝導性接着剤１１９を充填することにより、パワーモジュール９１
の放熱性が向上する。また、高熱伝導性接着剤１１９で、板金製放熱フィン１１６と金属
ベース１１３を接着することにより、過酷な振動条件下であっても、板金製放熱フィン１
１６がずれるようなことはない。
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以上、金属ベース１１３の溝１１４の断面形状について詳細に説明したが、溝１１４は、
テーパ面１１４ｃ及び逆テーパ面１１４ｂを設けない単純矩形形状であってもよい。
また、隙間１１４ｄに、高熱伝導性接着剤１１９を充填しなくてもよい。
【００６２】
　実施の形態６のパワーモジュール９１は、以上説明した構造により、発熱体であるパワ
ー半導体素子１１１から板金製放熱フィン１１６まで、熱伝導率の高い金属接合を行なっ
ており、放熱性を高くし、高価なパワー半導体素子１１１を小型化し、コストを低減して
いる。また、樹脂モールド工程後に、金属ベース１１３に板金製放熱フィン１１６をかし
め接合するので、フィンの長さが異なるパワーモジュールも容易に製作することができ、
作業性を向上させて製造コストを低減することができる。
【００６３】
　また、かしめ部１１６ａの溝１１４から食み出た部分１１６ｂが、溝１１４の底面１１
４ａより低い位置に変位しているので、溝１１４の両端に引っ掛かるようになり、板金製
放熱フィン１１６に振動等が加わっても、板金製放熱フィン１１６が溝１１４に沿ってス
ライドしてずれてしまうことはない。
【００６４】
実施の形態７．
　図１３は、本発明に係る実施の形態７のパワーモジュールの正面縦断面図である。
実施の形態７のパワーモジュール９２が、実施の形態６のパワーモジュール９１と異なる
ところは、実施の形態６の金属フレーム１１２及び金属ベース１１３を、金属基板１２３
に替えたことである。
【００６５】
　即ち、実施の形態７のパワーモジュール９２は、発熱するパワー半導体素子１１１と、
一面１２３ａにパワー半導体素子１１１が実装され、他面１２３ｂに複数の平行な溝１１
４が形成され、一面１２３ａと他面１２３ｂとの間に樹脂から成る絶縁層１２３ｅが形成
された金属基板１２３と、パワー半導体素子１１１を被覆するとともに金属基板１２３の
一面１２３ａ及び該一面１２３ａ側の外周部１２３ｃまでを覆うモールド樹脂１１５と、
略Ｖ字形に折り曲げ形成されたかしめ部１１６ａを押し潰すように溝１１４内にかしめ接
合され、かしめ部１１６ａの溝１１４から食み出た部分１１６ｂが溝１１４の底面１１４
ａより低い位置になるように塑性変形された板金製放熱フィン１１６と、を備えている。
【００６６】
　また、実施の形態７のパワーモジュール９２は、複数の平行な溝１１４が形成された他
面１２３ｂと一面１２３ａとの間に絶縁層１２３ｅが形成された金属基板１２３の一面１
２３ａにパワー半導体素子１１１を実装する工程と、モールド樹脂１１５によりパワー半
導体素子１１１を被覆するとともに金属基板１２３の一面１２３ａ及び該一面１２３ａ側
の外周部１２３ｃを覆う工程と、板金製放熱フィン１１６の略Ｖ字形に折り曲げ形成され
たかしめ部１１６ａを、押し潰すように溝１１４内にかしめ接合し、かしめ部１１６ａの
溝１１４から食み出た部分を該溝１１４の底面１１４ａより低い位置になるように塑性変
形する工程と、により製造するのが望ましい。
【００６７】
　パワー半導体素子１１１同士、及び、パワー半導体素子１１１とモールド樹脂１１５に
より保持された電極端子１１２ａとは、金属ワイヤ１１７で電気的に接続されている。
金属基板１２３は、熱伝導率の高いアルミニウムや銅等により形成されている。
【００６８】
　金属基板１２３は、樹脂絶縁層１２３ｅを有するため、半田接合に比べて熱伝導率が低
いが、樹脂絶縁層１２３ｅで絶縁されているため、複数のパワー半導体素子１１１を並べ
て実装することができる。
【００６９】
　インバータとして用いる場合、実施の形態６のパワーモジュール９１は、非絶縁である
ため、回路毎に複数個のパワーモジュール９１を、空間絶縁距離をとりながら並べる必要
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があったが、実施の形態７のパワーモジュール９２は、回路毎に絶縁されているため、空
間絶縁距離をとる必要がなく、小型化することができる。
【００７０】
　また、絶縁層１２３ｅは樹脂材質であり、弾性率が低いことから、パワー半導体素子１
１１に発生する応力が小さく、板金製放熱フィン１１６と金属基板１２３のかしめ接合時
の金属基板１２３の反りによるパワー半導体素子１１１の破損を防止することができる。
【産業上の利用可能性】
【００７１】
　この発明に係る電力半導体回路装置（パワーモジュール）は、インバータ、あるいはコ
ンバータ等の電力変換装置に有用である。
【符号の説明】
【００７２】
　１０、１１１　電力半導体素子（パワー半導体素子）、１１　配線部材、１２、３０、
４０、５０、６０　ベース板、１３　はんだあるいは接着剤、１４、１１４　溝、１５、
１１５　モールド樹脂、１６、３１　放熱フィン、３２　押さえ治具、３３　工具、４０
ａ　階段部、４１、５１　モールド金型、５０ａ　表面、５０ｂ　裏面、５０ｃ、５１ａ
　傾斜部、６０ａ　凸部、９１、９２　パワーモジュール、１１２　金属フレーム、１１
２ａ　電極端子、１１３　金属ベース、１１３ａ　一面、１１３ｂ　他面、１１３ｃ　外
周部、１１４ａ　底面、１１４ｂ　逆テーパ面、１４ｃ　テーパ面、１１４ｄ　隙間、１
１５ａ　フィン側の面、１１５ｂ　突起、１１６　板金製放熱フィン（コルゲート型放熱
フィン）、１１６ａ　かしめ部、１１６ｂ　溝から食み出た部分、１１６ｄ　側部フラン
ジ、１１６ｅ　孔、１１７　金属ワイヤ、１１８　プレス刃、１１９　高熱伝導性接着剤
、１２３　金属基板、１２３ａ　一面、１２３ｂ　他面、１２３ｃ　外周部、１２３ｅ　
絶縁層（樹脂絶縁層）

【図１】 【図２】
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